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北区の給与・定数管理等について 
 

 

１ 総括 

（１） 人件費の状況（平成３０年度普通会計決算） 

住民基本 

台帳人口 
（平成３１年１月１日現在） 

歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ） 
人件費率 

（Ｂ）／（Ａ） 

（参考） 

29年度の 

人件費率 

351,976人 144,745,755千円 4,592,771千円 24,210,183千円 16.7％ 17.1％ 

（注）１ 人件費には特別職に支給される給与、報酬等も含まれます。 

２ 普通会計とは、一般会計と他の会計とを合算したものから、会計間の重複を除いた額です。 

 

（２） 職員給与費の状況（平成３０年度普通会計決算） 

職員数

（Ａ） 

給与費 一人当たり 

給与費 

（Ｂ）／（Ａ） 

（参考） 

28年度の 

一人当たり

給与費 
給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

2,496人 

（241人） 
9,142,892千円 3,353,786千円 4,197,704千円 16,694,382千円 6,688千円 6,733千円 

（注）１ （ ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです。 

２ 職員手当には退職手当、児童手当は含まれていません。 

３ 職員数は、平成３０年４月１日現在の人数です。 

 

（３） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 

 

（注）  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、

国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）

適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。 
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（４） 給与改定の状況 

① 月例給 

区分 

人事委員会の勧告 

給与改定率 

【参考】 

国の改定率 

（人事院勧告） 

民間給与 

Ａ 

公務員給与 

Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定率） 

令和元年度 383,189円 385,424円 
△2,235 円

（△0.58％） 
△0.58％ △0.58％ 0.09％ 

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス 

比較した平均給与月額です。 

 

② 特別給（期末・勤勉手当） 

区分 

人事委員会の勧告 

年間 

支給月数 

【参考】 

国の年間 

支給月数 
（人事院勧告） 

民間の 

支給割合 

Ａ 

公務員の 

支給月数 

Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 

令和元年度 4.65月 4.50月 0.15月 0.15月 4.65月 4.50月 

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」

は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。 

 

（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について 

① 給料表の見直し 

[  実施  未実施  ] 

〔給料表の改定実施時期〕 

平成２７年４月１日 

〔内容〕 

行政職給料表（ 一）給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均1.8%引き下げ。他の給 

料表については、行政職給料表（ 一） 給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。 

② 地域手当の見直し 

〔支給割合〕 

２０％（国基準の２０％と同等） 

〔実施時期〕  

平成２７年４月１日から実施。 

③ その他見直し内容 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。 

（平成２７年４月１日実施） 
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３１年４月１日現在） 

① 一般行政職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

北区 40.4歳 304,759円 422,056円 382,134円 

東京都 41.7歳 314,459円 448,732円 395,986円 

国 43.4歳 329,433円 － 411,123円 

 

② 技能労務職 

区分 平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額（Ａ） 
平均給与月額 

（国ベース） 

北区 53.6歳 190人 298,649円 392,681円 368,775円 

 
うち清掃作業員 52.2歳 119人 307,716円 416,207円 383,110円 

うち用務員 55.7歳 67人 285,918円 356,353円 347,982円 

東京都 49.9歳 1,380人 291,617円 393,246円 361,139円 

国 50.9歳 2,431人 287,312円 － 329,380円 
 

【参考】 

北区 

での区分 

民間 年収ベース（試算値）の比較 

民間類似 

職種 

平均 

年齢 

平均給与月額

（Ｂ） 
Ａ／Ｂ 

公務員 

（Ｃ） 

民間 

（Ｄ） 
Ｃ／Ｄ 

清掃 

作業員 

廃棄物処理業 

従業員 
45.8歳 293,000円 1.42 6,798,179円 4,038,000円 1.68 

用務員 用務員 55.6歳 207,200円 1.72 5,888,742円 2,808,700円 2.10 

 

③ 幼稚園教育職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

北区 34.7歳 290,083円 394,861円 

東京都 40.2歳 337,408円 436,727円 

（注）１ 平均給料月額とは、平成３１年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。 

２ 平均給与月額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手

当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らか

にされているものです。また、平均給与月額（国ベース）とは、比較のため、国家公務員と同

じベース（時間外勤務手当、特殊勤務手当などを除いたもの）で算出しています。 

３ 技能労務職の内訳は、職員数の多い上位２職種です。 

４ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成

２７～２９年の３ヵ年平均） 

   ５ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において

完全に一致しているものではありません。 
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６ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍

したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支

給された年間賞与の額を加えた試算値です。 

７ 幼稚園教育職の「東京都」のデータは、小中学校教育職のものです。 

   

（２） 職員の初任給の状況（平成３１年４月１日現在） 

        区分 北区 東京都 国 

一般 

行政職 

大学卒 183,700円 183,700円 
総合職185,200円 

一般職180,700円 

高校卒 147,100円 145,600円 148,600円 

技能労務職 139,400円 143,000円  

教育職 

(幼稚園) 

大学卒 194,800円 197,300円  

短大卒 177,700円 180,400円  

（注）１ 「東京都」の「教育職（幼稚園）」のデータは、小中及び高等学校教育職のものです。 

     ２ 国の初任給は、令和元年人事院勧告前の金額です。 

 ３ 技能労務職の初任給は、職種により異なります。 

 

（３） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３１年４月１日現在） 

区分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

一般行政職 
大学卒 281,617円 323,422円 358,447円 

高校卒 230,020円 252,775円 272,100円 

技能労務職 － － 300,800円 
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成３１年４月１日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給の 

給料月額 

最高号給の 

給料月額 

６級 部長の職務 21人（0人） 1.4%（0%） 370,300円 515,500円 

５級 課長の職務 63人（0人） 4.3%（0%） 285,000円 455,000円 

４級 課長補佐の職務 86人（0人） 5.9%（0%） 254,200円 429,200円 

３級 係長又は主査の職務 235人（0人） 16.0%（0%） 227,300円 407,300円 

２級 主任の職務 588人（203人） 40.1%（100%） 197,100円 358,400円 

１級 係員の職務 472人（0人） 32.2%（0%） 142,500円 324,800円 

（注） １ 北区の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

      ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

      ３ （ ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです。 

 

 

 （注） 平成３０年４月１日に８級制から６級制に変更しています。（ 旧給料表の１ 級及び２ 級 

並びに４ 級及び５ 級をそれぞれ統合） 
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（２）国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（平成３１年４月１日現在） 

（３） 昇給への人事評価の活用状況 

平成30年4月2日から平成31年4月1日 

までにおける運用 
管理職員 一般職員 

イ 人事評価を活用している ○ ○ 

 
活用している昇給区分 

昇給可能 

な区分 

昇給実績が 

ある区分 

昇給可能 

な区分 

昇給実績が 

ある区分 

上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○ ○ 

上位、標準の区分     

標準、下位の区分     

標準の区分のみ（一律）     

ロ 人事評価を活用していない     
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４ 職員手当の状況 

（１） 期末手当・勤勉手当（平成３１年４月１日現在）                                              

北区 東京都 国 

一人当たり平均支給額 

（３０年度） 
1,735千円 1,874千円 

 

区分 一般職員 幹部職員 一般職員 一般職員 

支給 

割合 

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

2.60月分 

(1.45月分) 

1.90月分 

(0.90月分) 

2.20月分 

(1.25月分) 

2.30月分 

(1.10月分) 

2.60月分 

(1.45月分) 

2.00月分 

(0.95月分) 

2.60月分 

(1.45月分) 

1.85月分 

(0.90月分) 

加算 

措置 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 
 

・ 職務段階別加算  5～20％ 

・ 管理職加算    15～20％ 

職制上の段階、職務の級

等による加算措置 

 

・職務段階別加算  

3～20％ 

・管理職加算   

15～25％ 

職制上の段階、職務の級

等による加算措置 

 

・職務段階別加算 

 5～20％ 

・管理職加算 

10～25％ 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 【参考】勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職） 

 平成30年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ 人事評価を活用している ○ ○ 

 
活用している成績率 

支給可能 

な成績率 

支給実績が 

ある成績率 

支給可能 

な成績率 

支給実績が 

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○ ○ 

上位、標準の成績率     

標準、下位の成績率     

標準の成績率のみ（一律）     

ロ 人事評価を活用していない     

 

（２）退職手当（平成３１年４月１日現在） 

区分 北区 国 

勤続年数 普通 勧奨・定年 自己都合 応募認定・定年 

勤続20年 18.00月分 24.55月分 19.6695月分 24.586875月分 

勤続25年 28.00月分 32.95月分 28.0395月分 33.27075月分 

勤続35年 39.75月分 47.70月分 39.7575月分 47.709月分 

最高限度額 39.75月分 47.70月分 47.709月分 47.709月分 

１人当たり 

平均支給額 
958千円 20,047千円  

その他の 

加算措置 

定年前早期退職特例措置 

（2～20％加算） 

定年前早期退職特例措置 

（2～45％加算） 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、２９年度に退職した職員に支給された平均額です。 



 8

（３） 地域手当（平成３１年４月１日現在） 

支給実績（３０年度決算）    1,878,788千円 

支給職員一人当たり平均支給年額（３０年度決

算） 
752,720円 

支給対象地域 支給率 
支給対象職員数 

（３０年度） 
国の制度（支給率） 

北区 20.0％ 2,496人 20.0％ 

地域手当補正後ラスパイレス指数（３０年度） 

（ラスパイレス指数） 

99.8％ 

（99.8％） 

（注） 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務

員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。 

（補正前のラスパイレス指数×（１＋北区の地域手当支給率）／（１＋国の支給基準に基づく地域

手当支給率）により算出。） 

 

（４） 特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在） 

支給実績（３０年度決算） 26,376千円 

支給職員一人当たり平均支給年額（３０年度決算） 104,667円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（３０年度） 10.1％ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する 

支給単価 

福祉事務所等 

現業手当 

生活福祉課に 

勤務する職員等 

生活保護法、身体障害者福祉法、児童

福祉法等に定める業務を行うため家

庭を訪問した場合等 

日額440円等 

特定現場 

危険手当 

建築課に 

勤務する職員等 

建築物等の建設現場において、地上１

０メートル以上の足場の不安定な箇

所で工事監督及び検査業務に従事し

た場合等 

日額290円等 

感染症 

接触手当 

保健所に 

勤務する職員等 

感染症予防法に規定する二類感染症

及び三類感染症の患者等に接触した

場合等 

日額310円等 

有毒薬物 

取扱手当 

保健所に 

勤務する職員 

亜硫酸等を使用し、又は使用により発

生する毒物に堪えて試験研究、検査及

び作業に従事した場合 

日額190円 

清掃業務 

従事手当 

清掃事務所に 

勤務する職員等 

廃棄物の処理を直接行う業務又はこ

れに密接に関連する業務に従事した

場合 

日額700円 
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（５） 時間外勤務手当 

平成３０年度決算 
支給実績        688,758千円 

職員一人当たり平均支給年額       275,945円 

平成２９年度決算 
支給実績         627,694千円 

職員一人当たり平均支給年額        255,888円 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月

１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を

除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 

 

（６） その他の手当（平成３１年４月１日現在） 

手
当
名 

内容及び支給単価 

国の 

制度と

の異同 

国の制度 

支給実績 

(30年度 

決算) 

支給職員一

人当たり平

均支給年額 

（30年度

決算） 

扶

養

手

当 

配偶者 6,000円 

異なる 

配偶者 6,500円 

138,478

千円 
198,392円 

子 9,000円 子 10,000円 

その他の扶養 

親族 
各6,000円 

その他の扶養 

親族 
各6,500円 

16歳～22歳までの 

子への加算措置 
各4,000円 

16 歳～22 歳までの

子への加算措置 
各5,000円 

住

居

手

当 

 
 8,300円 

異なる 

賃貸住宅に居住す

る場合 

支給限度額 

27,000円 
109,894 

千円 
211,335円 

 

加

算

額 

当該年度末

現在、27 歳

までの者 

18,700円 

当該年度末

現在、28 歳

から32歳ま

での者 

9,300円 

通

勤

手

当 

運賃等相当額  

限度55,000円 
同じ  

297,399 

千円 
148,923円 

 

 

 

 

  

月額家賃 27,000 円

以上を負担する者 
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５ 特別職の報酬等の状況（平成３１年４月１日現在） 

区分 給料・報酬 期末手当 退職手当 

区長  1,153,800円 3.6月分 
（算定方式）退職時給料月額×勤続期間１年につき500／100 

（１期の手当額）23,076,000円 

（支給時期）任期毎 

副区長   924,100円 3.6月分 
（算定方式）退職時給料月額×勤続期間１年につき400／100 

（１期の手当額）14,785,600円 

（支給時期）任期毎 

議長   928,800円 3.6月分 

 副議長 797,200円 3.6月分 

議員 618,600円 3.6月分 

（注）１ 退職手当については、任期満了等に伴う退職時に支給されます。 

２  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４

８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 
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６ 職員数の状況 

（１） 部門別職員数の状況と主な増減理由                 （各年４月１日現在） 

 
職 員 数 対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

平成30年 平成31年 

普 

通 

会 

計 

部 

門 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

議  会 14 14 0  

総務企画 443 461 18 
東京オリンピック・パラリンピック大会組織委員
会への職員派遣、育休代替の配置等 

税  務 88 88 0  

民  生 1,135 1,187 52 生活福祉課の組織改正、児童定員増等 

衛  生 341 344 3 受動喫煙防止対策担当課長の新設等 

労  働 0 0 0  

商  工 20 29 9 プレミアム付商品券担当課長の新設等 

土  木 212 213 1 副参事（用地担当）の新設 

計 2,253 2,336 83 
＜参考＞ 

人口１万人当たりの職員数６６人 

教  育 243 238 △5 学校用務業務委託 

小  計 2,496 2,574 78 
＜参考＞ 

人口１万人当たりの職員数７３人 

公
営
企
業
等
会
計
部
門 

そ の 他 113 114 1 事務執行体制の充実 

小  計 113 114 1  

合   計 
2,609 

[2,527] 

2,688 

[2,557] 

79 

 [30] 

＜参考＞ 

人口１万人当たりの職員数７６人 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。 

   ２ [   ]内は、条例定数の合計です。 
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（２） 年齢別職員構成の状況 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（平成３１年４月１日現在） 

 

 

（３） 職員数の推移                               （単位：人、％） 

 

区 分 

20 
歳 
未 
満 

20 
歳 

24 
歳 

28 
歳 

32 
歳 

36 
歳 

40 
歳 

44 
歳 

48 
歳 

52 
歳 

56 
歳 60 

歳 
以 
上 

合 計 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

23 
歳 

27 
歳 

31 
歳 

35 
歳 

39 
歳 

43 
歳 

47 
歳 

51 
歳 

55 
歳 

59 
歳 

職員数 

（人） 
5 182 312 337 242 259 191 252 281 250 290 87 2,688 

年度 
部門別 

平成 26 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令 和 元 年 度 
過去５年間の 
増減数（率） 

一 般 行 政 2,077 2,085 2,111 2,206 2,253 2,336 259( 12.5％) 

教   育 280 270 244 247 243 238 △42(△15.0％) 

普 通 会 計 計 2,357 2,355 2,355 2,453 2,496 2,574 217(  9.2％) 

公営企業等会計計 113 111 123 110 113 114 1(  0.9％) 

合   計 2,470 2,466 2,478 2,563 2,609 2,688 218(  8.8％) 


